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●専修学校は中卒対象の「高等課程」、高卒対象の「専門課程」、

学歴を問わない「一般課程」がある。

「専門課程」設置している学校が「専門学校」

●専門学校は実践的な職業教育を行う「高等教育機関」

●沖縄県専修学校各種学校協会は加盟校「40校」

※全国に組織があり、上位団体は全国専修学校各種学校総連合会

専修学校制度と沖専各協会について
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文部科学省認定「職業実践専門課程」

職業実践専門課程とは

平成26年度から制度が開始。専門学校のうち、企業等と密接に連携して、最新
の実務の知識・技術・技能を育成する実践的かつ専門的な職業教育に取り組む
学科を「職業実践専門課程」として文部科学大臣が認定する制度。

認定要件
・専門士又は高度専門士の認定課程
・企業等と連携体制を確保して、授業科目等の教育課程を編成 ※1

・企業等と連携して、演習・実習等を実施
・企業等と連携して、教員に対し、実務に関する研修を組織的に実施
・企業等と連携して、学校関係者評価 ※2と情報公開を実施

※1「教育課程編成委員会」に企業の管理者などが参加
※2「学校関係者評価委員会」に企業の経営者などが参加

質の保証
・３年に一度フォローアップを実施。認定要件を満たさない場合は認定取消
・今後、認定学科に対する第三者評価の段階的な義務化を検討
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文部科学省認定「職業実践専門課程」
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文部科学省認定「職業実践専門課程」
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【目的】
●若年者の離職率が高い背景に、職業の理解不足による就業ミスマッチの対策と
して、中学生へキャリア支援教育のひとつとして「職業別体験授業」を実施

●中学生の段階から職業の理解を深めることは高等学校、また大学・専門学校
などの高等教育機関進学を考える重要なプロセスと考えて実施

・専門学校で学生を就職に導く職業教育のプロ

・実際に各業界で働いた経験を持っている

・日々各産業界と強く連携し最新情報や技術を得ている

・教えることのプロだから、伝え方にも自信がある

衛生

医療

教育

社会福祉

工業服飾

家政

商業

実務

農業

文化

教養

8分野講 師

【実施事例】
実践的な職業教育に関わっている専門学校教員が講師となり「職業別体験授業」
を実施。※対応できない業種は経済団体などと連携

沖専各協会が取組む中学校向けキャリア支援教育
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今期実施予定校

沖専各協会に加盟する４０校、経済団体等が連携して、中学生に

多種多様な業種・職種の「職業体験プログラム」を提供
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業種 ・ 職種一覧

11.医療（医療事務・医薬品販売等）

12.医療（歯科衛生士）

13.医療（救急救命士・臨床工学技士）

14.医療（看護）

15.公務員（県庁・市役所・役場等）

16.公務員（警察・消防等）

17.健康・スポーツ

18.経理・一般事務・税理士

19.販売・営業・サービス

20.語学（通訳・翻訳・外資系企業）

21.旅行・ツアーコンダクター

22.エアライン・空港地上スタッフ

23.ホテル・ブライダル

24.マンガ・アニメ・ゲームキャラクター

25.環境・バイオ

26.電気・機械

27.動物

28.芸能・エンタメ・裏方スタッフ

29.金融

30.起業

プログラム

美容・理容 保育・幼稚園・
幼児教育

CG・映像・ゲーム 自動車整備 ホテル・ブライダルエアライン・空港地上
スタッフ

調理・製菓・栄養

1.コンピュータ・情報・IT

2.CG・映像・ゲーム

3.建築

4.自動車整備・航空整備

5.美容・理容

6.メイク・ネイル・エステ

7.調理・製菓・栄養

8.保育・幼稚園・幼児教育

9.福祉・介護

10.医療（リハビリ・柔道整復師）

沖専各協会が取組む中学校向けキャリア支援教育
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専門学校関連の学校教育法一部改正内容
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学校教育法の一部改正により専修学校と大学等との制度的整合性を高める措置、
専門学校が②大学等と同様に「単位数」になると下記の連携が実現可能。

地域高等教育機関（大学・専門学校）の連携
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【地域人材育成の役割】

〇大 学
高度専門職・研究人材育成

〇専門学校
即戦力となる職業人育成

〇高等学校
進路形成支援

〇企 業
実践教育の場を提供

〇行 政
地域人材育成戦略を支援

地域人材育成の仕組み

高校卒業後に「大学進学」「専門学校進学」「就職」のいずれを選択しても、
それぞれが連携し、地域で学び、地域で働き、地域に貢献できる仕組みを構築
することが、持続可能な地域社会の実現につながると考えます。
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